
（１）事業目的

（２）主な事業内容
砂防えん堤 Ｎ＝1基
渓流保全工 Ｎ＝1式

（１）整備効果の発現状況（供用開始など）

（２）未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

（３）関連事業の整備状況
　特になし

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
（１）地元（受益者、市町村等）の意向
　地元より早期の事業完成を求められている。

（２）自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
　特になし

（３）事業が地域に及ぼす効果

（４）事業に関連する評価・指標等

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
［土木部としての総合評価と対応方針］

総合評価に係るコメント

事業継続 事業見直し継続

高
中

国道、JR、市道
2.25.95

休止 中止

社
会
・
経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の
状
況
変
化

重要性

緊急性

事
業
の
進
捗

　平成21年から測量、地質調査、設計、事業用地の取得等を実施し、令和２年より資材搬入用道
路の工事に着手し、R5年度より、砂防えん堤及び渓流保全工等の工事に着手し、工事完成後に
整備効果が発現する。

評価

必要性

前回評価時 再評価時

　崎ノ谷川の土石流が発生した際に被害が及ぶ土砂災害警戒区域内に、保全対象として、人家17戸、国
道110ｍ、ＪＲ長崎本線100ｍ、市道250ｍなどがあり、土石流が発生した場合には甚大な被害を及ぼすと
想定される。当事業を推進することで当地区の安全安心を確保するとともに、安定した社会経済活動に
効果を発揮するものである。

評価 備考

○

（千円）再評価時

R7

305,857 68.0

年度

崎ノ谷川

事
業
費

H21 H30 － H25 R5

-

評価年度

全体事業費（千円）

300,000
計画変更

450,000

担当部課名
所在地

進捗率

完成予定年度
再評価

事業再評価調書

着工時 前回再評価時 計変時

事業名 事業間連携砂防等事業（砂防）

　当地区は、長崎県中央部の諫早市に位置し、保全対象として人家１７戸および重要交通網のＪ
Ｒ長崎本線を含む、土石流危険渓流である。近年の集中豪雨により、土石流災害発生の危険性
が懸念され、地元要望も強いことから早急に対策を講じ人家等の保全を図る必要がある。

諫早市
令和5年度 事業主体 土木部砂防課

事
業
概
要

地区名

年度
計画変更

長崎県

　特になし

評価

総合評価

17

有有 ○

21

経済性

受益面積
受益戸数

国道、JR、市道

着工
年度

前回再評価

-
前年度まで

（％）着工時
250,000

前回再評価時

緊急度合
投資効果

地元要望
の有無

－

休止期間



令和５年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

砂防－１
事業間連携砂防等事業

崎ノ谷川砂防施設

事業主体 長崎県

再評価
の理由

再評価後５年経過

事業箇所

○
さきのたにがわ

1



１．審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

（億円）
Ｂ／Ｃ 概要

着工 完了

当初
(H21新規)

ー H21 H25 2.5 2.69
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

第１回審議
(H30)

事業採択後
10年経過

H21 R5 3.0 5.95
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

第２回審議
(R5今回)

再評価後
5年経過

H21 R7 4.5 2.20
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式
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２．目的・事業概要・これまでの経緯

◆目的
本事業箇所は、保全対象として人家17戸、国道110ｍ、ＪＲ長
崎本線100ｍ、市道250ｍを含む土石流危険流域であり、流

域内が荒廃し、土石流災害が発生する恐れがあることから、
砂防施設を整備することで、土石流災害を未然に防止し、民
生の安定を図るものである。

【R2～R3施工】
管理用道路工
L=139.5m
W=3.0m

【施工中(R4～】
砂防えん堤・渓流保全工

事業進捗率 68.0%（事業費ベース）
用地進捗率 100.0%（面積ベース）

事業経過

平成21年度 事業化、
測量・調査設計実施

平成22年度 えん堤、管理用道路に
かかる用地の一部取得

平成30年度 技術指針の改定に伴う
砂防えん堤設計等の
実施

平成31年度 えん堤、管理用道路に
かかる用地取得

令和2年度～ 管理用道路施工

令和3年度 交渉難航による施工計
画見直し

令和4年度 えん堤工事に着手

：施工済み

：施工中

：未施工

▽54.50

▽64.00

45 800

正 面 図

▽H.W.L

9
50
0

【事業概要 】
砂防えん堤 N=1基
渓流保全工 N=1式
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３．事業の効果・必要性

＜荒廃状況＞

当流域は荒廃しており、上流域には山腹の浸食や渓岸
の浸食により土砂が堆積しており整備されていない状況
である。

【市道現況水路】
計画基準点位置

＜保全対象＞
主な保全対象として、保全人家17戸、ＪＲ長崎本線100ｍ、
国道207号110ｍがある。

ＪＲ長崎本線

国道207号

国道207号

ＪＲ長崎本線

保全人家状況

保全人家 17戸

荒廃状況（堰堤工位置）

荒廃状況NO.180付近荒廃状況No.160付近
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４．事業の進捗状況(事業費の見直し)

事業費増減の内容 増減額 主な増減理由

①施工計画の変更(本工事費) 約 0.6億円 ・工事関係者との調整による資材搬入用道路ルートの変更
及び重機規格の変更（25tラフター→16tラフター)

②労務費の変更(本工事費) 約 0.9億円 ・労務単価の上昇により、本工事費が増額となった。

合計 約 1.5億円

変更計画

堰堤工位置

国道207号

JR長崎本線

当初計画併用延長300m

変更延長1200m

：当初

：変更

国道207号

JR長崎本線

当初計画延長600m

堰堤工位置

：当初

当初計画



工程表

審議経過 概要 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 増減理由 増減期間（年度）

当初 測量調査設計

(H21年度) 用地交渉

工事

第１回審議 測量調査設計

(H30年度) 用地交渉 用地交渉難航 +9

工事 本工事費の増 +1

第２回審議 測量調査設計

(R5年度) 用地交渉

工事 施工計画の変更 +2

４．事業の進捗状況(事業期間の見直し)

事業期間 変更内容 増減期間 主な増減理由

①施工計画の変更 ２年 ・工事関係者との調整による資材搬入用道路ルートの変更
及び重機規格の変更（25tラフター→16tラフター)

合計 ２年

当初計画 変更計画



（凡例）

被害想定区域

保全人家

５．社会経済情勢等の変化

• 保全対象人家の減少（４戸）

⇒保全対象人家２１戸 → ４戸減 → １７戸の人家

7

減少



６．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

〔費用〕

・砂防設備整備に要する事業費（工事費、用地費等）及び維持管理に要する費用

〔便益〕

・砂防施設（砂防えん堤等）を整備することにより、人家・公共施設等が保全されることで発現する便益

〔プラス要因〕

・なし

〔マイナス要因〕

・事業費の増（施工方法の変更等による工事費の増）

・工期の延長（資材搬入用道路の変更調整による遅延）
・費用便益分析マニュアルの改定（R3年1月）（土砂災害による被害額の減少）

項目
前回評価

(平成３０年度)
今回評価

(令和５年度)

残事業 － 7.15＝ 10.42億円／1.46億円

全事業 5.95＝ 17.66億円／2.97億円 2.20＝ 10.31億円／4.68億円

【Ｂ／Ｃ】 5.95 → 2.20
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７．対応方針（原案）

対応方針
（原案）

継続

• 保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上

でも事業継続の必要性がある。

• 用地進捗率は100％であり、工事にも着手しており、完了見通し

も立っているため、早期に整備効果発現の見込みがある。

• 地元より早期の事業完成を求められている。

• 事業費増額や工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見

込まれる。
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（１）事業目的

（２）主な事業内容
砂防えん堤 Ｎ＝1基
渓流保全工 Ｎ＝1式

（１）整備効果の発現状況（供用開始など）

（２）未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

（３）関連事業の整備状況
　関連事業は特にない。

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
（１）地元（受益者、市町村等）の意向
　地元より早期の事業完成を求められている。

（２）自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
　特になし

（３）事業が地域に及ぼす効果

（４）事業に関連する評価・指標等

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
［土木部としての総合評価と対応方針］

総合評価に係るコメント

休止 中止

国道、JR、市道

評価

高
高

国道、JR、市道
8.2724.21

社
会
・
経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の
状
況
変
化

重要性

緊急性

事
業
の
進
捗

　平成28年から測量、地質調査、設計、事業用地の取得等を実施し、令和2年から管理用道路等
を施工しており、今後、砂防えん堤及び渓流保全工等の工事に着手し、工事完成後に整備効果
が発現する。

評価

必要性

前回評価時 再評価時 評価 備考

○

（千円）再評価時

Ｒ７

394,693 62.6

年度

小角川

事
業
費

H28 － － R4 -

-

評価年度

全体事業費（千円）
計画変更

630,000

長崎県

休止期間

担当部課名
所在地

進捗率

完成予定年度
再評価

　小角川地区の土石流が発生した際に被害が及ぶ土砂災害警戒区域内に保全対象として人家
80戸、国道185ｍ、ＪＲ長崎本線100ｍ、市道765ｍなど重要な公共施設があり、土石流が発生した
場合には甚大な被害を及ぼすと想定される。当事業を推進することで当地区の安全安心を確保
するとともに、安定した社会経済活動に効果を発揮するものである。

事業再評価調書

着工時 前回再評価時 計変時

事業名 事業間連携砂防等事業（砂防）

　当地区は、長崎県中央部の諫早市に位置し、保全対象として人家８０戸および重要交通網のＪ
Ｒ長崎本線を含む、土石流危険渓流である。近年の集中豪雨により、土石流災害発生の危険性
が懸念され、地元要望も強いことから早急に対策を講じ人家等の保全を図る必要がある。

諫早市
令和5年度 事業主体 土木部砂防課

事
業
概
要

地区名

年度
計画変更

総合評価

80

有有 ○

94

経済性

受益面積
受益戸数

事業継続 事業見直し継続

着工
年度

前回再評価

-
前年度まで

（％）着工時
300,000

前回再評価時

緊急度合
投資効果

地元要望
の有無

－

　特になし



令和５年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

砂防－２
事業間連携砂防等事業

小角川砂防施設

事業主体 長崎県

再評価
の理由

事業採択後５年経過

事業箇所

○
こかどがわ

1



１．審議経過

審議経過 再評価の理由
工期

事業費
（億円）

Ｂ／Ｃ 概要
着工 完了

当初
交付金事業
(H28新規)

ー H28 R4 3.0 24.21
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

補助事業採択
(H31)

事業間連携
砂防等事業

H28 R4 4.0 18.70
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

土木部内報告
(R2）

事業採択後
5年経過時の
土木部内報告

H28 R5 5.4 9.2
【工事概要】
砂防堰堤工 １基
渓流保全工 １式

第１回審議
(R5今回)

補助事業採択後
5年経過

H28 R7 6.3 8.27
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式
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【R4.施工中】
里道付替道路
L=168.0m

２．目的・事業概要・これまでの経緯

本事業個所は、保全対象として人家80戸、国道185ｍ、ＪＲ長
崎本線100ｍ、市道765ｍを含む土砂災害警戒区域であり、流

域内が荒廃し、土石流災害が発生する恐れがあることから、
砂防施設を整備することで、土石流災害を未然に防止し、民
生の安定を図るものである。

事業進捗率 62.6％（事業費ベース）
用地進捗率 100.0％（面積ベース）

●事業概要
砂防えん堤 N=１基
渓流保全工 N=１式

【R2.施工】
管理用道路
L=160.0m

【未着手】
砂防えん堤・渓流保全工

【R5.施工中】
管理用道路
L=263.0m

：施工済み

：施工中

：未施工

事業経過

平成28年度 事業化、
測量・調査・設計実施

平成30年度～
平成31年度

えん堤、管理用道路にか
かる用地の取得

令和2年度～ 管理用道路施工

3



３．事業の効果・必要性

＜荒廃状況＞

当渓流は荒廃しており、上流域には山腹の浸食や渓岸の浸
食により土砂が堆積している状況である。

受益戸数80戸

保全人家状況 国道207号

＜保全対象＞
主な保全対象として、保全人家80戸、ＪＲ
長崎本線100ｍ、国道207号185ｍがある。

荒廃状況（No.10付近）

荒廃状況（堰堤工位置）

荒廃状況（No.13付近）

計画基準点位置

ＪＲ長崎本線

ＪＲ長崎本線
国道207号

4



４．事業の進捗状況（事業費の見直し）

構造物の変更（管理用道路）
【未着手】
砂防えん堤・渓流保全工

【R2.施工】
管理用道路
L=160.0m

【R5.施工中】
管理用道路
L=105.0m

3000

1:
0.
8 3000

1:
0.
8

1:
0.
8

1500

7
0
0
0

当初計画 変更計画

No.6付近（管理用道路側）

No.9付近（管理用道路側）

No.2付近（里道側）

事業費増減の内容 増減額 主な増減理由

①構造物の変更(本工事費) 約 2.7億円
詳細測量の結果、当初想定より地形が急峻であったため、管理用道路の
構造物が大規模な構造物へ変更となり、本工事費が増額となった。

②労務費の変更(本工事費) 約 0.6億円 労務単価の上昇により、本工事費が増額となった。

合計 約 3.3億円

No.6
No.9

No.2
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４．事業の進捗状況(事業期間の見直し)

事業期間 変更内容 増減期間 主な増減理由

①本工事費増 ３年 詳細測量による本工事費増（法面対策範囲の増）

合計 ３年

①本工事費増

3000

1:
0.
8

3000

1:
0.
8

1:
0.
8

1500

7
0
0
0

当初計画

変更計画

工程表

審議経過 概要 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 増減理由 増減期間（年度）

当初 測量調査設計

(H28年度) 用地交渉

工事

第１回審議 測量調査設計

(R5年度) 用地交渉

工事 本工事費の増 +3



（凡例）

被害想定区域

保全人家

５．社会経済情勢等の変化

• 保全対象人家の減少（１４戸）

⇒保全対象人家９４戸 → １４戸減 → ８０戸

7

事業所

集合住宅２階以上
の戸数を控除。



６．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

〔費用〕

・砂防設備整備に要する事業費（工事費、用地費等）及び維持管理に要する費用

〔便益〕

・砂防施設（砂防えん堤等）を整備することにより、人家・公共施設等が保全されることで発現する便益

〔プラス要因〕

・なし

〔マイナス要因〕

・事業費の増（管理用道路の変更等による工事費の増）

・工期の延長（工事増による施工期間の延長）

・費用便益分析マニュアルの改定（R3年1月）（土砂災害による被害額の減少）

項目
前回評価

(平成28年度)
今回評価

(令和５年度)

残事業 － 19.68＝ 44.48億円／2.26億円

全事業 24.21＝ 64.88億円／2.68億円 8.27＝ 51.81億円／6.26億円

【Ｂ／Ｃ】 24.21 → 8.27

8



７．対応方針（原案）

対応方針
（原案）

継続

• 保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上

でも事業継続の必要性がある。

• 用地進捗率は100％であり、工事にも着手しており、完了見通し

も立っているため、早期に整備効果発現の見込みがある。

• 地元より早期の事業完成を求められている。

• 事業費増額や工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見

込まれる。

9



（１）事業目的

（２）主な事業内容

　砂防えん堤　１基
　渓流保全工　１式

（１）整備効果の発現状況（供用開始など）

（２）未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

（３）関連事業の整備状況
　特になし

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
（１）地元（受益者、市町村等）の意向

（２）自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
　特になし

（３）事業が地域に及ぼす効果

（４）事業に関連する評価・指標等

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
［土木部としての総合評価と対応方針］

総合評価に係るコメント

事業主体

　大川事業間連携砂防等事業は西海市南西部に位置する土石流危険渓流であり、土石流
発生による被害が想定される保全区域に国道２０２号、民家１２戸の施設があることから、
下流域住民の人命等に甚大な被害を及ぼす恐れがあるため、新たに砂防施設を整備する
ことで、土石流災害を未然に防止し、民生の安定を図る。

全体事業費（千円）
－R9

地区名

完成予定年度
年度

令和5年度 長崎県 土木部砂防課
大川事業間連携砂防等事業（砂防） 所在地

担当部課名

着工
年度

前回再評価

-
前年度まで

（％）

R3
再評価

進捗率

事業再評価調書

着工時 前回再評価時 計変時

事業名
評価年度

西海市

事
業
概
要

事
業
費 350,000

再評価時

-

休止期間

○

-

30

　地元より早期の事業完成を求められている。

評価

計画変更

-

前回再評価時
-

着工時

計画変更

H28
年度
-

700,000

1.23

有

国道
12

有

国道

（千円）

事
業
の
進
捗

評価

必要性

社
会
・
経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の
状
況
変
化

公共施設
受益戸数

当初 再評価時

評価

総合評価

6.35
国道

経済性
緊急度合
の有無

事業見直し継続

国道

○

中止

備考
○

中

269,550 38.6

休止

　令和４年度に用地買収は完了しており、令和４年度より工事に着手し、工事完成後に整備効果
が発現する。

地元要望

B/C

重要性

緊急性

　用地交渉（渓流保全工に係る用地）に時間を要したが、令和４年度に用地買収完了となった。

　本事業は保全対象に国道、民家１２戸があり、土石流が発生した場合には甚大な被害を及ぼす
ものと想定される。当事業を推進することで、地区の安全安心を確保すると共に、安定した社会
経済活動に効果を発揮するものである。

事業継続

高



令和5年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

砂防－３
事業間連携砂防等事業

大川砂防施設

事業主体 長崎県

再評価
の理由

事業採択後5年経過

事業箇所

○

大川砂防施設

おおかわ

1



１．審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

（億円）
Ｂ／Ｃ 概要

着工 完了

当初
(H29新規)
(補正前倒し)

H28
(補正)

R3 3.5 6.35
【工事概要】
砂防えん堤 1基
渓流保全工 1式

補助事業採択
(H31)

事業間連携
砂防等事業

H28
(補正)

R3 3.7 4.91
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

土木部内報告
(R2年度）

事業採択後
5年経過時の
土木部内報告
(通常砂防事業)

H28
(補正)

R6 5.0 4.82
【工事概要】
砂防えん堤 1基
渓流保全工 1式

第1回審議
(R5今回)

補助事業採択後
5年経過

H28
(補正)

R9 7.0 1.23
【工事概要】
砂防えん堤 1基
渓流保全工 1式

2



２．目的・事業概要・これまでの経緯

【目的】
本事業箇所は、保全対象として国道202号85ｍ(第一次緊急輸送路) 、市道220ｍ、人家12戸を含

む土石流危険渓流であり、土石流災害を防止することにより、当該地区の民生の安定を図るため、
砂防事業を行うものである。

【事業概要】
砂防えん堤 N=1基
渓流保全工 L=234m
管理用道路工 L=268m

【事業進捗率】
38.6%(事業費ベース)

【用地進捗率】
100.0%（面積ベース）

【事業経過】

H27 地元要望

H28補正 事業化

H31(R1)～R4 用地買収

R4～現在 えん堤工事着手

凡例
■ 施工済
■ 施工中
■ 残工事

【R5施工中】
管理用道路
L=188m

【R5施工中】
砂防えん堤・渓流保全工

【未施工】
橋梁掛替

【R4施工済】
管理用道路
L=80m

3



３．事業の効果・必要性

【事業効果】
土石流対策によって、人家
12戸の保全はもとより、国
道202号、市道が保全施設
に含まれるため、第一次緊
急輸送路や避難経路の確
保にも繋がります。【必要性】

当渓流は、流域内が全体的
に荒廃しており、土砂災害警
戒区域にも指定されているこ
とから、異常出水による土石
流の発生が懸念される。保全
区域内には国道202号(第一
次緊急輸送路)、市道、人家も
あり、土石流による被害は甚
大なものと予想されることから、
砂防施設を整備し、土砂災害
を未然に防止する必要がある。

流域面積 A=0.39km2

保全対象

砂防えん堤 １基
渓流保全工 1式国道202号

保 全 家 屋

土砂災害特別警戒区域

土砂災害警戒区域

流 域

砂 防 え ん 堤 4



４．事業の進捗状況(事業費の見直し)

対策工見直し
鉄筋挿入工

断面図 A-A’

平面図
断面図 B-B’

B

B’

A

A’

事業費 変更内容 増減額 主な増減理由

①対策工見直し + 1.5億円 地質調査結果による工法の見直し

②橋梁架替工事 + 1.0億円 土砂堆砂敷地内の橋梁の架替

③労務単価等の増 + 1.0億円 労務・資材単価等の上昇

合計 + 3.5億円

橋梁架替工事

対策工見直し
アンカー工

①対策工の見直し(法面対策)

③労務単価
・R4年度：約1.15倍（H28年度比）

②橋梁架替工事

えん堤の設置により、市道直下
流路が土砂堆砂により閉塞する
ため、橋梁を架替。
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４．事業の進捗状況(事業期間の見直し)

事業期間 変更内容 増減期間 主な増減理由

①対策工設計 1年 地質調査結果に基づく法面対策、及び堆砂敷地内の市道橋梁の設計の追加

②本工事費増 2年 工事内容の見直しによる本工事費増(法面対策、橋梁(市道)架替工事の追加)

③用地取得 3年 相続関係者との交渉

合計 6年

相続発生用地

③用地取得①対策工の設計

②本工事費増

工程表
審議経過 概要 増減理由 増減期間(年度)

測量調査設計

用地交渉

工事

測量調査設計 　対策工設計 +1

用地交渉

工事 　本工事費の増 +2

測量調査設計

用地交渉 　相続関係者との交渉 +3

工事

R5 R6 R7 R8 R9H30 H31(R1) R2 R3 R4

当初
(H28年度補正)

土木部内報告
(R2年度)

第1回審議
(R5年度)

H28 H29

橋梁設計

橋梁架替工事

法面設計
法面対策(鉄筋挿入工、アンカー工)
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５．社会経済情勢等の変化

【保全人家戸数の減少】

土砂災害防止法による土砂災害警戒区域指定を行うための調査を平成２８年に実施しており、

詳細な地形データにより被害想定区域の精査を行った結果、土石流が流下するおそれがある延長

が短くなり被害想定区域の範囲が狭まったため、保全人家が３０戸から１２戸へ減少した。

〇当初被害想定区域
〇平成２９年指定土砂災害警戒区域

除外範囲

平成29年3月21日

長崎県告示第240号
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６．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

〔費用〕

・砂防設備整備に要する事業費（工事費、用地費等）及び維持管理に要する費用

〔便益〕

・砂防施設（砂防えん堤等）を整備することにより、人家・公共施設等が保全されることで発現する便益

〔プラス要因〕

・なし

〔マイナス要因〕

・事業費の増（法面対策及び橋梁架替工事の追加等）

・工期の延長（工事内容の増による施工期間の延長）

・保全人家数の減少（３０戸→１２戸）

・費用便益分析マニュアルの改定（R3年1月）（土砂災害による被害額の減少）

項目
前回評価

(平成28年度)
今回評価

(令和5年度)

残事業 － １．９０＝ 7.33億円／3.86億円

全事業 ６．３５＝ 19.95億円／3.14億円 １．２３＝ 8.23億円／6.71億円
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７．対応方針（原案）

対応方針
（原案）

継続

• 保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上

でも事業継続の必要性がある。

• 用地進捗率は100％であり、工事にも着手しており、完了見通し

も立っているため、早期に整備効果発現の見込みがある。

• 地元より早期の事業完成を求められている。

• 事業費増額や工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見

込まれる。

9



（１）事業目的

（２）主な事業内容
砂防えん堤 Ｎ＝1基
渓流保全工 Ｎ＝1式

（１）整備効果の発現状況（供用開始など）

（２）未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し

（３）関連事業の整備状況
　特になし

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
（１）地元（受益者、市町村等）の意向
　地元より早期の事業完成を求められている。

（２）自然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
　特になし

（３）事業が地域に及ぼす効果

（４）事業に関連する評価・指標等

ＡＡ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ
［土木部としての総合評価と対応方針］

総合評価に係るコメント

　えん堤位置を変更することで工事関係地権者との交渉に一定の目途がついたため、今後進捗
を図っていく。

　下長瀬川の土石流が発生した際に被害が及ぶ土砂災害警戒区域内に保全対象として人家21
戸、老人ホーム1棟、国道263ｍ、市道284ｍなど重要な公共施設があり、土石流が発生した場合
には甚大な被害を及ぼすと想定される。当事業を推進することで当地区の安全安心を確保すると
ともに、安定した社会経済活動に効果を発揮するものである。

事業継続 事業見直し継続

高
中

国道、老人ホーム
3.05.41

休止 中止総合評価

社
会
・
経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の
状
況
変
化

重要性

緊急性

事
業
の
進
捗

　平成３１年（令和元年）から測量、地質調査、設計、用地測量を実施している。
　令和２年より地権者との用地交渉を実施しており、砂防えん堤及び渓流保全工等の工事完成後
に整備効果が発現する。

評価

必要性

前回評価時 再評価時 評価 備考

○

評価

（千円）再評価時

R10

64,735 11.4

年度

下長瀬川

事
業
費

H31 － － R8 -

-

評価年度

全体事業費（千円）

-
計画変更

570,000

担当部課名
所在地

進捗率

完成予定年度
再評価

事業再評価調書

着工時 前回再評価時 計変時

事業名 事業間連携砂防等事業（砂防）

　当該地区は長崎県中央部の大村市に位置し、保全対象に人家２１戸および緊急輸送道路に指
定されている国道４４４号並びに要配慮者施設を含む、土石流危険渓流である。近年の集中豪雨
により、土石流災害発生の危険性が懸念され、地元要望もあることから早急に対策を講じ人家等
の保全を図る必要がある。

大村市
令和5年度 事業主体 土木部砂防課

事
業
概
要

地区名

年度
計画変更

長崎県

経済性

受益面積
受益戸数

国道、老人ホーム

21

有有 ○

18

着工
年度

前回再評価

-
前年度まで

（％）着工時
400,000

前回再評価時

緊急度合
投資効果

地元要望
の有無

－

休止期間



令和５年度 第１回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

砂防－４
大規模特定砂防等事業

下長瀬川砂防施設

事業主体 長崎県

再評価
の理由

事業採択後５年未着工

事業箇所

○

事業箇所
しもながせがわ

1



１．審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

（億円）
Ｂ／Ｃ 概要

着工 完了

当初
(H31新規)

ー H31 R8 4.0 5.41
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式

第１回審議
(R5今回)

事業採択後
5年未着工

H31 R10 5.7 3.00
【工事概要】
砂防えん堤 １基
渓流保全工 １式
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２．目的・事業概要・これまでの経緯

本事業個所は、保全対象として人家21戸、老人ホーム1棟、国
道263ｍ、市道284ｍを含む土石流危険流域であり、流域内が荒
廃し、土石流災害が発生する恐れがあることから、砂防施設を整
備することで、土石流災害を未然に防止し、民生の安定を図るも
のである。

事業進捗率 11.40％（事業費ベース）
用地進捗率 0.00％（面積ベース）

●事業概要
砂防えん堤 N=１基
渓流保全工 N=１式

事業経過

令和元年度 事業化、
測量・調査・設計実施

令和2年度～ 用地測量(R2)
反対地権者との交渉

：施工済み

：施工中

：未施工

【未着手】
工事用道路
管理用道路

【未着手】
砂防えん堤
渓流保全工
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３．事業の効果・必要性

＜荒廃状況＞

当渓流は荒廃しており、上流域には、山腹の浸食や渓岸の浸
食により土砂が堆積しており整備されていない状況である。

老人ホーム

保全人家 21戸

保全人家状況

国道444号

＜保全対象＞
主な保全対象として、保全人家２１戸、老人ホーム1棟、
国道444号263ｍがある。

国道444号

計画基準点位置

荒廃状況（No.14付近）

荒廃状況（堰堤工位置）

荒廃状況（No.13付近）
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４．事業の進捗状況（事業費の見直し）

【未着手】
工事用道路
管理用道路

【未着手】
砂防えん堤・渓流保全工

事業費増減の内容 増減額 主な増減理由

①構造物の変更(本工事費) 約 0.6億円 詳細設計に伴い堰堤位置が変更となり、本工事費が増額となった。

②労務費の変更(本工事費) 約 1.1億円 労務単価の上昇により、本工事費が増額となった。

合計 約 1.7億円

1
5
5

16
5

16
0

160

1
6
5

1
7
0

190

1
8
0

1
9
0

1
8
5

1
6
0

16
5

1
7
0

1
7
5

KBM.2
H=186.922

VP
2
0
0

H P
10
00

HP
30
0

呑口
不
明

砂防えん堤位置
を20m上流移動

当初計画 変更計画
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４．事業の進捗状況(事業期間の見直し)

事業期間 変更内容 増減期間 主な増減理由

①地元調整難航 ２年 地元調整が難航し、地権者の強い要望で個別交渉は地元説明会後に行うことになったが、コロナによ
り開催に時間を要した。

合計 ２年

6

工程表

審査経過 概要 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 増減理由 増減期間(年度)

当初 測量調査設計

(H31年度) 用地交渉

工事

第１回変更 測量調査設計

(H31年度) 用地交渉 地元調整難航 ＋２

工事



（凡例）

被害想定区域

保全人家

５．社会経済情勢等の変化

• 保全対象人家の増加（３戸）

⇒保全対象人家１８戸 → ３戸増 → ２１戸

7

老人ホーム

増加



６．事業の投資効果

◆ 費用対効果（B/C)

〔費用〕

・砂防設備整備に要する事業費（工事費、用地費等）及び維持管理に要する費用

〔便益〕

・砂防施設（砂防堰堤工等）を整備することにより、人家・老人ホーム・公共施設等が保全されることで

発現する便益

〔プラス要因〕

・保全人家数の増加（１８戸→２１戸）

〔マイナス要因〕

・事業費の増（堰堤位置の変更等による工事費の増）

・工期の延長（用地解決の遅延）

・費用便益分析マニュアルの改定（R3年1月）（土砂災害による被害額の減少）

項目
当初評価

(平成３１年度)

今回評価
(令和５年度)

残事業 － 3.64＝ 15.83億円／4.35億円

全事業 5.41＝ 19.33億円／3.57億円 3.00＝ 15.06億円／5.02億円

【Ｂ／Ｃ】 5.41 → 3.00
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７．対応方針（原案）

対応方針
（原案）

継続

• 保全対象の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上

でも事業継続の必要性がある。

• 用地取得の見通しが立っており、早期に整備効果発現の見込

みがある。

• 地元より早期の事業完成を求められている。

• 事業費増額や工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見

込まれる。
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